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(1) 最高裁昭和 59年 2月2日判決 (0判決)・
長支高裁昭和 60年 7月 19日判決(@判決)
(2) 0判決および@判決{こ対する詳細‘
2 抵当権{こ基づく物上代位権行使と代位民約僚機譲渡との優劣の場合
































(以下， r代位目的債権j という)を取得した第三者との間lこ， その箆先的摺取を
めぐる争いが起こるのである。
この擾劣問題を判示した最高裁判例として，窃最高裁(二小)昭和 59年
(1984年)2丹213判決(民集38巻 3号 431頁)[以下， 0判決という〕および@最









取特権者援先の結論が導き出された。その後， 1998年(平成 10年)から 2002
年(平成 14年)にかけて，抵当権に基づく物上代位権行龍に関し，最高裁は
招次いで、新しい判断を示した1)。これらの一連の最高裁判決の端緒となった

















































I 大阪地裁平成 17年 1月27日判決(大抜地判平成 17年)
〔事実〕





さらに，Xlま，間年 7丹4臼， Aに対し，水静水熱交換器 1台(本{牛耳芸品
〈却を 498万 7500河(消費税込み)で売却した。同日， Aは， Yに対し，本件
商品会主:'495万円 u荷主君税別途)で転売し(本{字転予定代金俊子主審)， 問日， 引き渡
した。

















び事(以下，併せて f本件各転売代金債権j という)のうち， 1438万5000円に満
つるまでの部分について債権差押命令および転付命令(以下， r本件差押・転付
命令Jという)を取得し，本件差押・転付命令は，開丹 18日， y (第三{資務者)
lこ，悶月 20日，破産管財人に送達された。






















































付命令に係る 1438万5000円及び内会ヲ3ヲ万 i500円に対する平成 15年 6月
261:1 (AのYに対する議求の日の翌日)から，内金495万円に対する同年 7月5

































ある悶年 2月 19自に本件売買債権〈じを，間年 5丹25日までに本件売買代金
積権舎を取得し， I可年8丹6日， Aが破産宣告を受けたことにより，本件期
浪の利益喪失約定に基づき，本件各売賀代金債権の弁済期が到来したこと，
















































4 a，八に本件商品舎を売却し，同日， Aは， Yに本件商品を引渡したの
で， AのYに対する本件転売代金撰権争上に動産売買先取特権に基づく物
上代位権合有していた。
他方， Yは，平成 15年2丹19日， A(こ商品を売却し， Aに対し本件売買
代金蔭権舎を取得し，さらに，間年5丹22日， Aに酪品を売却し， Aに対
し本件売買代金債権舎を取得した。同年8月6日， Aが破産宣告を受けたの





18日， Yに， I湾丹 20日，入の披産管黙人に送達された。
X(ふ動産売買先取特権に基づく物上代位権と一般鏡権者による相殺との
優劣は，物上代佼権行使としての差押えと栢殺の意思表示の先後により決す














以上の X，Yの主張に対し，大探地判平成 17年は， Xの物上代位権が成
立する(平成 15年6月268，何年 7月4臼)前に，すでに Yの八に対する自働























































う優先権が付着しており， しかも， Yが相殺の意思表示を行う前に， Xが
物上代位権ぞ行使しているのであるから，椙殺の遡及効は問題とならない。


















( i ) 動産売買先取特権に基づく物上代位権は，いつ成立(発生)するの
か(民法304条 1渓本文の解釈!部返)，
( i ) 成立した物上代位権の公示(第三者対抗姿件および第三{債務者対抗要件)
とは伺か(民法304条 l項本文の終釈問題)，
( i) 成立した物上代位権行使の要件としての「差押えj の趣旨は伺か
(民法304条l現ただし警の解釈問題)。






























































































































































































































419号問 10年1月30臼第二小法廷判決・民集 52者会 l考lJL最高裁平成8年(オ)第 6i3













( i ) 抵当権は， より公示されるから，第三者に対する追及効を認
めでも，第三者に不測の損害を与えるおそれがないから，追及効ぞ認
めてもよい。
( i ) 抵当権の物上代位権は，抵当権設定登記により公示されているか
ら，その物上代位権に追及効を認めてもよい。







































最判平成 10年が，民法 304条l現ただし書の f払渡又ノ'¥51 i度」とい
う言葉は当然には債権譲渡を含むものとは解されないと説示したことに








































































































































































































































































































































( i ) 第一に，抵当権設定登記と自働債権の取得時期の先後，



























であるが， i第三債務者J(こ対する公示は f主主押えj と解するのが， i差押
えjの趣旨に関する第三積務者保護説の立場である G 霞権質権の公示が，
f第三者J(こ対する公示(災法 364粂・ 467条 2項)と「第三韻務者j に対する





























































の成立時期(王子成 15年6Fl 25日，隠年 7Fl4B)は問自であり，いずれも公示
を要せず，原担保権である動産売買先取特権の成立時から Yを含む第三者
75 
一般に対抗している一方， Yの自鮪{寅権の取得時期(照年 2月19日，問主手 5月
22 EI)は， Xの動産売買先取特権の成立時期(同年 6月25日，間年 7月4日)よ











( i ) 動産売買先取特権に基づく物上代位権は，差押えを条件として，転
売代金韻権に対して箆先弁済請求権を及ぼすものであると述べ，本件
では， Yの自働{霞権の成立時期(平成 15年2月1913，悶年 5月25臼)が，
Xの物上代位権の成立時期(河年6fl 25 13， r司年 7月4日)より早い，








































































しているのである31)(例えば，土地区画務環法 112灸 1塚本文・土地改良法 123条 l項




「差押えjの趣旨として， I第三者jの利益保護ぞ挙げ， I第三者j との関保
において動産売買先取特権の劣後喜子招来し， また，大阪地判王子成 17年は，
「第三{責務者j との関係において，同様の結果を招来したのである。他方，













2) 判決に対する批判として，清原・前掲注(1)6 Jl[以下，特{こ 3i亥以下参照。














8) 絵凋・前:ts~主 5) 1頁。
9) 松岡・前:tSi主5)1]室。
10) 松i苅・前掲注5)1頁3









12) 近江宗治 n立法談議 IItrH栄物権法〔第2絞補訂H64-65頁(弘文主主， 2007年)。
















































かについて釜本的に誤解しているのである c だからこそ，悶教授は， r論理的には，
談受人等は弁済の受領後でも不当利得としてその綴値を返透すべきものでなければ
ならない。聖子山調査官はこれを喜子主主するが， その理由は示されていないJ(高橋良






16) 松照久和昨日批J民商法雑誌、 120巻 6号 124頁(1999年)，山野自主章夫?物権法
〔第2絞り 240-241頁(日本評論社， 2004年)，平野・前掲注 6)60頁など。
17) 内田愛?民法II 第3絞債権総稔・担保物権 413fi[ (東京大学出絞会， 2005 
年)。
18) 金融・務事法務 1215号 25頁 (2005年)。






















30) 清原・前錨注25)15 fi[， 52頁参照。
31) 土地区磁皇室理法 112条n震に慕づく清算金請求権上の物上代佼権とー絞僚綴者の
車五付命令の優劣が問題となった最高裁(一小)昭和 58年 12R 8日(民主義37巻 10
号 1517Nlの評価については，清原・前掲注 25)69頁参照2
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